
国民健康保険一部負担金減免制度について
災害などの特別な理由により、生活が一時的に苦しくなり、医療費の支払いが困難となった世帯に対し、
申請により、病院の窓口での自己負担額を減免または徴収猶予する制度です。
対象となる世帯
世帯主または生計を主として維持する被保険者が、次の１～４のいずれかに該当し、資産などの活用を
図ってもなおその生活が著しく困難である世帯
１　震災、風水害、火災その他これらに類する災害により死亡、もしくは心身障がい者となったとき。
または資産に重大な損害を受けたとき

２　干ばつ、冷害、霜害などによる農作物の不作、不漁、その他これらに類する理由により収入が著しく
減少したとき

３　事業または業務の休廃止、失業などにより収入が著しく減少したとき
４　上記１～３の事由に類する事由があったとき
※１～４のいずれかに該当しても、❶～❹のいずれかに該当する場合は対象となりません。
❶国民健康保険税の滞納があるとき
❷世帯員のなかに労働能力を有するにもかかわらず就労していない人がいるとき
❸利用可能な資産をすべて活用していないとき
❹生活保護法の適用を受けているとき

国民健康保険税の減免制度
国民健康保険税には減免制度があります。次に該当する場合は申請してください。⑥⑦に該当する世帯
には通知します。世帯主および被保険者の所得が未申告の場合は適用されません。減免の額などの詳細は
お問い合わせください。
対象
①所得減少により著しく生活が困難となり市民税の減免を受けた場合
②災害により世帯主および当該世帯に属する被保険者の所有に係る住宅または家財について10分の３以上
の損害を受けた人で、総所得金額などが1,000万円以下の場合

③世帯主およびその世帯に属する被保険者の前年中の総所得金額などが300万円以下で、生計の中心となっ
ていた被保険者が、傷病（療養期間が６か月以上）、失業、事業の廃止や休止したことにより、当該年
における総所得金額の見込額が前年中の総所得金額等の２分の１以下に減少すると認められる場合（非
自発的失業者の軽減制度を利用した世帯は除く）。
④世帯主が生活保護を受けた場合
⑤国民健康保険法第59条（拘禁、拘留など）に該当する場合
⑥世帯主およびその世帯に属する被保険者の前年中の総所得金額等が０円の場合
⑦障害者医療費受給者証、精神障害者医療費受給者証（資格を認める認定書含む）、母子家庭等医療費受
給者証の交付を受けている被保険者のいる世帯で、世帯主および被保険者の前年中の総所得金額などが
150万円以下の場合

⑧会社などの健康保険の被保険者が後期高齢者医療制度へ移行することにより、その人の被扶養者（65歳
以上75歳未満）が国保の被保険者になった場合

非自発的失業者の国保税軽減制度
倒産・解雇・雇い止めなど非自発的な理由で失業した人の国保税を軽減する制度があります。対象者の
前年給与所得を、100分の30とみなして国保税を算定します（昨年度に申請済みの人は今年度の申請不要）。
対象　ハローワークで交付される雇用保険受給資格者証の離職理由欄に以下のコードが記載されている人
コード　11、12、21、22、23、31、32、33、34
手続きに必要なもの　国民健康保険証、雇用保険受給資格者証

問合せ　国保年金課国保係
☎（95）9891国民健康保険からのお知らせ
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空き家やその敷地の付属物が原因で近隣や通行人
に損害を与えた場合、所有者がその責任を問われ、
訴訟となることもあります。倒壊や建築材の飛散、
雑草・雑木の放置による害虫発生などが起こらない
よう、近くに住む人の身になって定期的な管理を行
いましょう。ご自身で定期的な管理がしきれないと
感じたら、少しでも早めに業者（碧南市シルバー人
材センターなど）や知り合いなどに管理を依頼しま
しょう。また、建築課でも空き家相談窓口を設置し
ています。

空き家等対策補助制度を実施してます
空き家等除却費補助
老朽化が著しく倒壊のおそれや外壁・屋根などの

部材の飛散により、周辺の住民に危害をおよぼす可
能性のある空き家を除却し、更地とする工事費用の
一部を補助します（事前に建築課の判定が必要）。
予定件数　５件
補助金　上限40万円（解体費の５分の４）
空き家改修費補助
市外在住の人で、空き家バンクに登録された住宅

を利用し本市へ移住、定住予定の人は、住宅の改修
費の一部を補助します。耐震性の確保など条件があ
ります。
予定件数　１件
補助金　上限100万円（改修費の３分の２）
空き家登記登録費補助
空き家バンク登録を条件に土地・建物の登記費用

の一部を補助します。詳しくは、建築課までお問合
わせください。
予定件数　５件
補助金　上限10万円（登記費用）

空き家に関する情報をお寄せください
・人の出入りがない
・電気、ガスなどのメータが撤去された
・１人で暮らしていた住人が施設入所、入院、死亡
などで住まなくなった

・家族そろって引っ越したと聞いた
さまざまな理由で使用されなくなった建築物の所

在地や外観などをお知らせください。状態がよくな
い場合は、現地調査を行います。

建築物の将来も考えましょう
今、空き家を所有していない人も他人事ではあり
ません。今は親族が住んでいる家も、将来は空き家
となり、あなたが所有者となるかもしれません。今
あなたが住んでいる家も、引き続き住む人がいなけ
れば空き家になるかもしれません。
住んでいる人の将来と合わせて、建築物の将来も
考えましょう。

空き家の発生を抑制するための特例措置
被相続人の居住の用に供していた家屋を相続した
人が当該家屋または取壊後の土地について、相続時
から３年を経過する日の属する年の12月31日までに
一定の要件を満たす譲渡をした場合、譲渡所得から
3,000万円が控除されます。詳しくは刈谷税務署また
は国土交通省ホームページでご確認ください。
特例措置の適用を受けるための必要書類である「被
相続人居住用家屋等確認書」の交付は、空き家所在
地の市町村で行っています。市内の空き家が対象の
場合、建築課へ申請してください。申請から交付ま
で１週間程度かかります。できる限り事前にご相談
ください。

問合せ　建築課建築行政係　☎（95）9907

空き家等の管理は
所有者の責務です
空き家等の管理は
所有者の責務です

ひ　と　ごと
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